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神奈川力構想の進行管理について ～ 政策マネジメント・サイクルの確立に向けて ～
平成２０年3月　神奈川県総合計画審議会計画推進評価部会

はじめに

２００４（平成１６）年4月からスタートした「神奈川力構想・プロジェクト５１」では、重点的・優
先的に取り組む施策を「戦略プロジェクト」と位置づけ、できる限り成果を意識した目標を設定し、
年度ごとの工程を明らかにすることにより、計画の実行性を重視した目標管理による計画の推進を
図ることとした。
この計画の推進に当たっては、当部会からの提案を踏まえ、毎年度、県の事業実施部局が「神奈

川力構想・白書」を作成し、目標の達成状況を客観的な数値によりランク分けして評価するととも
に、課題の把握や対応方向の整理を行った。
これら白書は、総合計画審議会での審議を経て公表したが、これは、それぞれの過程で評価を行

い、最終的に県民に公表することで、県民ニーズや意見を計画の進行管理の中に反映していくこと
をめざすものであった。
そして、平成１９年6月に作成した「神奈川力構想・白書２００６」では、「神奈川力構想・プロジェ

クト５１」の最終年度であることから、最終年度の２００６年度の評価に加え、3年間の取組みについ
ても評価を行ったところである。
県では、２００７（平成１９）年7月に、２００７年度を初年度とする「神奈川力構想」を策定したが、

このうち「神奈川力構想・実施計画」の進行管理については、政策評価を総合的に実施し、評価結
果に基づいて翌年度の政策運営の改善を図る「政策のマネジメント・サイクル」を確立することが
示されている。
このため、本部会においても、今後の社会情勢に適確に対応しながら、計画の着実な推進を図る

ため、これまでの取組みを踏まえ、今後の進行管理のあり方について再度整理するとともに、総合
計画審議会に求められる役割（二次評価）を明らかにすることとした。

＊　ＰＤＣＡサイクル　…計画(Plan)を着実に実施(Do)し、その結果を客観的に評価(Check)
　することにより、見直し(Action)を行う、フィード・バックを基本とした業務管理手法で、
　最近では行政においても活用されるようになっている。

Action（見直し） Check（評価）

Do（実施）Plan（計画）

● 各事業部局での事業実施

● 政策運営の改善方向や新たな課題を抽出
● 知事と事業担当部局が政策の方向性について
　 議論

● 目標の達成状況などについて、一次評価を実施
　 し白書を取りまとめ
● 総合計画審議会による二次評価、県民意見募集

● 知事と計画担当部局が政策の方向性を整理 
● 翌年度の事業実施に向けた予算調整

本書「神奈川力構想・白書２００７」の作成に当たっては、総合計画審議会計画推進評価部会で、今後の社会
情勢に適確に対応しながら、「神奈川力構想・実施計画」の着実な推進を図るため、これまでの取組みを踏まえ、
今後の進行管理のあり方について再度整理するとともに、総合計画審議会に求められる役割（二次評価）を明
らかにしていただきました。
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1 計画の進行管理に当たっての基本的な考え方

「神奈川力構想・プロジェクト５１」では、毎年度発行する「白書」において、県として重点的・
優先的な「施策」である「戦略プロジェクト」の取組みの効果として、設定目標に対する達成度を
明らかにし、達成状況に関する分析を行うとともに、今後の政策展開に向けての課題と方向性を整
理している。
引き続き目標管理型の計画を推進することから、これまでの評価手法を踏襲しつつ、次のような

視点から進行管理を行うことが必要と考える。

(1) 総合的な評価の実施

政策の評価に当たっては、これまでの「白書」の対応をさらに発展させ、社会経済環境の変化に
適確に対応するよう取組みを進めることとし、戦略プロジェクトに掲げた数値目標の達成状況や、
県の事業の進捗状況、政策に関連する調査や県民意見を参考にした多角的な分析を含めた総合的な
評価を行う必要がある。

(2) 県民との協働

多彩な力が生かされる地域社会を築くためには、多様な担い手が協働・連携して地域の課題に取
り組む必要性が高まっている。政策のマネジメント・サイクルの運用に当たっても、神奈川の協働
力を生かしていく観点から、県民との協働・連携を進めていく必要がある。このため、政策の評価
や評価に基づく見直し内容などを適切に公表し、それを県民の検証に委ね、そこで得られる県民ニ
ーズや意見を適確に政策の推進に反映していくことが必要である。

(3) 庁内プロセスの明確化

政策の評価は、政策のマネジメント・サイクルの中にシステムとして組み込むことが必要である。
このためには、政策評価が評価にとどまることなく、評価結果に基づいて見直しがなされ、翌年度
以降の取組みに反映していくことができるよう、県庁内の調整プロセスを明確にしていく必要があ
る。
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2 評価のあり方

基本的な考え方を踏まえ、政策評価のあり方を整理すると次のとおりである。

(1) 評価の実施時期について

毎年度の取組みに対する評価については、引き続き、事業実施年度終了後、翌年度の6月に作成
する「白書」において行うことが適当である。
また、4年間の計画期間の中間年と最終年には、計画全般の点検を行うこととしていることから、

その際は、それまでの取組みを総括し評価する必要がある。

(2) 評価の実施主体について

評価の実施主体については、自ら評価を行うという政策評価の本旨を踏まえ、まず県の事業部局
において、一次的に行われることが適当である。
一方、政策評価については、客観的な実施を確保するため、学識経験を有する者の知見を活用す

るなど二次的な評価が必要とされている。
平成１９年6月に公表した「白書２００６」の作成に当たっては、「神奈川力構想・プロジェクト５１」

の最終年度であることも踏まえ、戦略プロジェクトの3年間の取組内容について全般的な点検を行
っているが、この際、当専門部会においても、試行的に、事業実施部局が行った戦略プロジェクト
ごとの評価の結果や今後の対応方向等について検討を行い、白書の内容にできる限り反映したとこ
ろである。
今後は、この取組みをさらに発展させ、専門部会において、次のとおり、事業部局の評価（一次

評価）を対象に、第三者の立場から二次評価を行ったうえで、白書として公表することが適当と考
える。

専門部会による評価
（1）実施時期　事業年度終了後、5月末を目途に実施

（2）実施主体　専門部会が評価を行い、案を取りまとめて総合計画審議会で審議

（3）評価対象　重点的・優先的に取り組む「戦略プロジェクト」を対象

（4）評価内容　県の一次評価の検証を主眼とするが、戦略プロジェクトの構成事業や

設定した目標の妥当性、新たな政策課題への対応など総合的観点から

検証する

（5）その他　　総合計画審議会で審議された評価結果は、白書に掲載して公表
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(3) 評価の対象について

評価の対象は、これまでと同様に、県として重点的・優先的に取り組む施策である「戦略プロジ
ェクト」を対象とすることを基本とする。

(4) 評価の内容について

（目標の達成状況）
評価については、県民に対する分かりやすさの観点から、これまで白書で示されていたように、

まず、目標の達成状況を客観的な数値によりランク分けして評価することが適当である。
ただし、数値目標の達成度が政策の成果の全てを示すことではないことを認識し、達成状況につ

いての十分な分析が必要である。
このため、目標値と実績値の差が生じた原因や、行政の取組みと目標達成の関係を整理し、問題

点を明らかにする。さらに、県の事業の進捗状況についても、主要な状況を具体的な数値を示しな
がら評価し、達成できなかったものについては、その理由は何かを分析し、明確にする。
また、達成できたものについては、より高い目標の実現に向けた取組方向や、さらには、政策目

標の実現に向けて必要な他の施策の取組方向などについても明らかにする必要がある。
なお、設定した指標そのものが適切であったのか、他県や諸外国などとの対照も含め目標の水準

が適切であったのかなど設定した目標の妥当性を検証することも重要である。

（その他分析すべき内容）
上記のほか、総合評価の視点も加えながら、政策に関連する様々な調査や県民意見などを参考に

しながら、多角的な分析を行う必要がある。
例えば、地域ごとの違いが生じている課題もあることから、政策の内容によっては、全県ベース

の分析だけではなく、地域別の分析を行うことを検討するなど、施策の特性に応じて必要な分析を
要する。

（課題と今後の取組方向）
目標の達成に向けた課題や課題解決に向けた取組方向は、評価結果を政策内容に反映する重要な

情報であることから、分析結果を踏まえた具体的な内容になるよう整理する必要がある。
さらに、今後高齢化が急速に進み、地域社会に新たな課題が生じていくことが見込まれるなど、

社会経済環境の変化も激しいことが予想されることから、こうした政策をとりまく環境変化や後述
するベンチマークなどを活用し、戦略プロジェクトの枠組みを超える政策課題や新たな政策課題な
どについても積極的な提起を行うことも必要である。
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(5)  県民意見の把握・反映について

（県民ニーズ・意見などへの対応）
公表された白書については、これまでも、県民の意見を募集するとともに、事業実施の中での県

民からの意見なども受け止め、翌年度の白書において「県民ニーズ・意見などへの対応」として、
意見に対する対応状況を盛り込んでいる。
引き続き、「県民ニーズ･意見への対応」は、県民との対話という視点から意義が高いことから、

記載の方法や取扱いについて、一層の工夫を行う必要がある。
今後も「白書」が県政の取組みを評価するツールであることを知ってもらうとともに、県民意見

が、政策形成に向けてどのような場面でどのような対応が図られたのかなどの事例は、積極的に紹
介するとともに、例えば、公表された冊子を用い、県行政に関わりのある団体やＮＰＯなどに赴き
意見を聞くなど、県民の意見を聞く場面の拡大に努める必要がある。

（ベンチマーク＊の設定）
今回の「神奈川力構想・実施計画」の策定に当たっては、「県民意識調査」を実施し、新たな戦略

プロジェクトの取組内容を確認したところである。県民満足度を踏まえた施策の実施は重要である
が、県民の重要度と満足度に違いが生じている課題に対し、どのような政策的対応を図っていくの
か、また、そもそも県の施策推進の効果と県民の満足度とをどのように評価し受け止めていくのか、
といった点については、今後の進行管理の中でも検討していくことが必要となる。いずれにしても、
県民意識調査については、定期的に実施し、その推移を把握していくことが大切であると考えられ
る。
また、県民満足度を推し測る手法として、「ベンチマーク」の設定が考えられる。ベンチマークは、

地域社会や県民のくらしの状況を示すことのできる代表的な成果指標である。例えば、基本構想で
示されている「めざすすがた」を踏まえて、ベンチマークを設定し、数値によって経年的に測定し
たり、これを評価・分析することなどにより、基本構想で描く県がめざす将来像がどの程度実現さ
れつつあるのかや、県民の身近な生活の状態はどうなのか、新たな政策課題の検討などの議論に資
するものと考えられる。

(6)  コストに関する評価について

行政の実施に関するコストの議論は、最小のコストで最良のパフォーマンスを得られる実施の手
法として検討する場合と、コストパフォーマンスを見て実施そのものの適否を考える場合の大きく2
つの議論がある。
このうち、実施の手法を検討する場合は、行政自ら実施するかどうかを含めて様々な検討が可能

であるが、実施そのものの適否を考える場合は、行政自体が公共性の確保という市場に馴染まない
外部性の強い分野であることから、事業コストで判断するのは無理が生じる。
さらに、行政の機能は、国、都道府県、市町村といった、様々な主体が分担しながらそれぞれ取

組みを行っており、成果指標がすべて県の活動だけで割り切れるものではないことから、県だけの
コストを把握する意味も薄れてくる。

＊　ベンチマーク　…もともと測量の水準基準、尺度、計測指標をいう。行政においては、将来のビジョン
などの達成度を計測する指標という意味で使われる場合が多い。



193

資料

したがって、コストの問題については、「削減」ありきではなく、「最適」を求めることを前提と
して、一つひとつの事業について詳細にコストを分析するのではなく、全体の評価に一つの視点と
して加えていくことが必要である。
とりわけ、戦略プロジェクトについては、特に重点的・優先的に取り組む施策・事業を選定した

ものであり、本来県としてコストがかかっても実施の必要が高いものである。このため、他の実施
主体との役割分担など実施方法が適当であったのかなど、適切な行政コストという視点から評価を
行うことが適当と考えられる。

3 政策の見直しに向けた県の取組みについて

先に述べたように、政策のマネジメント・サイクルを確立するためには、評価で得られた対応の
方向性を、政策の見直しにつなげていくための庁内の手続きを明らかにすることが重要である。
さらに、翌年度の政策展開の基本姿勢や重点的に取り組む政策課題などを明らかにするなど、県

の政策がどのようなサイクルで進められているのかを公表していくことも大切である。



県民からの政策提案制度について

県民からの政策提案制度は、県民やＮＰＯなどの団体から県が取り組む政策とその実現方法について提案

を募集し、取組みの内容を提案者と県が協働で検討したうえで、事業化する提案を選定する制度として２００７

年度から実施しているものです。

初年度となる２００７年度は１４７件の応募があり、県民参加のもとでの審査により、次の4つの事業を採択し

ました。

採択された事業は、２００８年度から最長2年間実施します。
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事　　業　　名
（ 実施所属 ）

事　業　の　概　要

介護人材認定研修推進事業

（地域保健福祉課）

　介護職・ケアマネジャーなどの資質向上とチームケア力の強化を

図るとともに、仕事のやりがいや魅力を再確認してもらい、離職を

防止するために、職種別スキルアップ研修や総合連携研修（介護職、

ケアマネジャー、介護関連職種、学生、県民などが、合同で介護に

ついて考えるセミナー）などを実施する。

　認可外保育施設において、障害児保育などが実施できるように市

町村と連携して支援を行うことを検討する。

　支援の実施に当たっては、保育の実施主体である市町村が積極的

な役割を担う必要があることなどから、２００８年度は、市町村との

協議や障害児保育が可能な認可外保育施設の調査などを行ったうえ

で、２００９年度の対応を検討する。

　スポーツに親しむきっかけづくりとして、野球やサッカーなど、

それぞれのスポーツの中で楽しさを感じられる局面をクローズアッ

プしてゲーム形式で体験できるブースを設けた「スポーツ縁日」を、

「県民スポーツ週間」や市町村事業などと連携を図りながら実施する。

　自転車利用の利便性を高め、活用を促進することを目的として、

県内道路の定量的な現状把握や自転車走行空間を確保するための課

題整理などを行ったうえで、２００９年度に実施する事業内容を検討

する。

（子ども家庭課）

認可外保育施設における
障害児保育等支援事業

スポーツ縁日推進事業

（スポーツ課）

（都市計画課）

自転車走行環境状況調査
事業

２００７年度採択事業の概要
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２００４年度採択事業の成果

事業名、実施所属 ほか 事業の概要 取組みの成果 今後の取組みNO.

　丹沢の自然のすば
らしさと自然環境問
題について発信して
いくために、丹沢らし
いエコツーリズムの
方向性を県民と協働
で検討し、エコツア
ーガイド育成プログ
ラムの開発や、エコ
ツアーガイド認証制
度の創設などを行う。

　丹沢らしいエコツーリズムの姿を検討し、
西丹沢のエコツーリズム憲章「深緑学舎」を
策定して活動理念を明確にしました。また、
エコツーリズム担い手育成講座により丹沢の
自然の価値や問題を来訪者に伝えるガイドが
育ち、丹沢大山自然再生計画の主要施策のひ
とつである「公園の適正利用の普及啓発」の
実現に寄与しました。
　一方、丹沢エコツアーガイド認証制度の創
設やガイドの継続的な育成が課題となってい
ます。

　エコツーリズム
の担い手の育成に
ついてはNPOな
どとの協働で継続
してまいります。
　また、丹沢エコ
ツアーガイド認証
制度の創設を引き
続き検討してまい
ります。

　相模湾沿岸地域の
歴史的建造物など貴
重な「邸園」（※）を
「地域迎賓館」（現「地
域交流館」）などとし
て活用し、「広域観光
型の公園ゾーン」を
形成することにより、
邸園・まちなみ・風景
の保全・再生と首都
圏における滞在型交
流空間の再構築を図
る。（※「邸宅」＋「庭
園」→「邸園」）

　地域交流館（葉山館、大磯館）のモデル的
な運営、大磯近代歴史文化公園ゾーンの整備
着手、NPOを主体としたイベント実施によ
る邸園文化交流など、当初の事業の目標を達
成する成果が上がりました。
　一方、現在の取組みはスポット的な保全・
活用段階であり、相模湾沿岸地域などに数多
く点在する、近代建造物と邸園を保全・活用
した地域づくりを推進するためには、より恒
常的な保全・活用のしくみづくりに向けた取
組みが課題となっています。

　今後、県、関係
市町、NPOなど
による「邸園文化
交流推進協議会
（仮称）」を設置
し、民間所有邸園
などの保全・活用
のしくみを検討す
るなど「邸園文化
圏再生構想推進事
業」において事業
展開を図ります。

　地産地消の推進や
かながわの農産物の
ブランド力アップなど
を図るため、生産履
歴開示システムの整
備や消費者などによ
る農業体験学習など
を通じて、かながわ
農産物「安全」「安心」
システムを構築する。

　生産者自らが食品の安全確保などを達成す
ることを目的として実施する農業生産工程管
理手法（ＧＡＰ）基準を作成したことにより、
消費者ニーズに対応した県内農産物の生産の
可能性を探ることができました。
　ＧＡＰ手法を生産者などに普及啓発し、実
際に農産物の安全・安心のシステムを構築し
ていくことが今後の課題となっています。

　国におい て 、
２００７年4月に策定
した「２１世紀新
農政２００７」の中で
農業生産段階にＧ
ＡＰの導入・推進を
打ち出しており、本
県のこれまでの取
組みも踏まえ、引
き続きＧＡＰの導
入を推進してまい
ります。

　ＩＴ基盤の整備が遅
れている中小製造業
を支援するために、
低コストのボードコ
ンピュータや基本ソ
フトウェアの開発・実
用化などを行い、製
造業における自動化・
ネットワーク化を推
進する。

　従来より低コストのボードコンピュータ及
び基本ソフトウェアを開発、実用化し、中小
製造業におけるＩＴ化のインフラ整備を促進
することにより、そのコストダウンを図り、
競争力を高めることに寄与しました。

　当該事業で蓄積
した組込ボードコ
ンピュータの技
術、研究成果など
のさらなる普及、
展開を図ってまい
ります。

「邸園文化圏」再生構想事業

実施所属 都市整備公園課
実施期間 3年間
（２００５～２００７年度）
予 算 額 ３６,７１７千円
決 算 額 ３６,５３８千円

丹沢エコツーリズム発信事業

実施所属 自然環境保全センター
実施期間 3年間
（２００５～２００７年度）
予 算 額  ５,９００千円　
決 算 額  ５,８５０千円

かながわ農産物安全安心
システム推進事業

実施所属 農業振興課
実施期間 3年間
（２００５～２００７年度）
予 算 額   ５,６１０千円　
決 算 額   １,３７５千円

中小製造業における
ＩＴ化推進支援事業

実施所属 産業技術センター
実施期間 3年間
（２００５～２００７年度）
予 算 額  １０,５５０千円
決 算 額 ９,８５９千円

職員提案事業制度について

職員提案事業制度は、県政の抱える課題の解決に資する事業を職員自らが提案・実施することで、県民サー
ビスの向上と職員の意欲及び企画力の向上を図ることを目的に、２００３年度から実施しています。今回、２００４
年度に採択された4事業が所期の事業期間を終えましたので、取組みの成果とともに、今後の取組みをお知ら
せします。また、現在取り組んでいる事業について、あわせてお知らせします。
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